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＜施策展開の方向Ⅴ　子どもの学びを支える教育環境を整える＞
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(98-1) 学校施設課

　小学校（校舎23校、屋内運動場10校）、中学校
（校舎8校、屋内運動場2校）、高等学校（校舎1校、
屋内運動場１校）、特別支援学校（校舎1校）の　耐震
補強を実施する。

　小学校（校舎23校、屋内運動場9校※１校については27年
度へ繰越し）、中学校（校舎７校、屋内運動場2校）、高等学
校（校舎1校、屋内運動場１校）、特別支援学校（校舎1校）
の　耐震補強を実施した。
（H26計画の中学校８校のうち1校は耐震性が確認されたた
め、事業計画の対象から除かれた）

ｂ ｂ ｂ ｃ ａ b

　小学校屋内運動場１校（H26年度から繰越し）の耐震補強
を実施する。

(98-2) 学校施設課

　小学校（10校）、中学校（11校）の工事を実施す
る。
　また、小学校（屋体18校、校舎11校）、中学校
（屋体11校、校舎3校）、高等学校（屋体2校）、特
別支援学校（屋体1校）の実施設計を実施する。

　小学校（屋体７校）、中学校（屋体９校）の工事を実施し
た。
　また、小学校（屋体１7校、校舎１１校）、中学校（屋体１
１校、校舎３校）、高等学校（屋体２校）、特別支援学校（屋
体１校）の実施設計を実施した。

- - - ｂ ｂ c

　小学校（屋体２１校、校舎１１校）、中学校（屋体１３校、
校舎３校）、高等学校（屋体２校）、特別支援学校（屋体１
校）の工事を実施する。
　また、小学校（校舎２校）、中学校（校舎１校）、特別支援
学校（校舎１校）の実施設計を実施する。

　建築業界の繁忙期に工事が集中したことによる入
札不調により、屋体工事５校分が繰越しとなったた
め。入札不調案件は、建築業界の繁忙期を避けるた
め、早期発注を行う。

(９９) 学校施設課 　平成25年度末事業完了 ｂ ｂ ｂ ｂ ｂ － － 　平成２５年度で緑町小、松ケ丘中の改築事業完了

(100) 学校施設課

・校舎老朽化対策の外壁改修工事・実施設計
　工事＝小4校・中1校（工期26/7～2）、設計＝小5
校（工期26/7～12）
・下水施設改修工事＝小1校（工期26/7～12）
・高圧ケーブル改修工事・実施設計
　工事＝小2校・中1校（工期26/11～27/2）、設計
＝小9校・中2校・養護1校（工期26/7～12）
・給水施設改修工事・実施設計
　工事＝小3校（工期26/7～1）、設計小6校・中3校
（工期26/7～26/12）
・各種改修実施設計・工事及び小破修繕を実施する。

・校舎老朽化対策の外壁改修工事・実施設計
　工事＝小4校（工期26/7～2）、設計＝小3校・中1校（工
期26/7～12）
・屋上防水工事・実施設計
　工事＝小7校・中1校・特1校（工期26/11～3）、設計＝
小4校・特1校（工期26/6～9)
・高圧ケーブル改修工事＝小1校（工期26/11～27/2）
・給水施設改修工事・実施設計
　工事＝小3校（工期26/7～1）、設計小1校・中2校（工期
26/7～26/12）
・消火栓改修工事実施設計
　工事＝小7校（工期26/7～1）、設計小7校・中3校（工期
26/7～26/12）
・各種改修実施設計・工事及び小破修繕を実施した。

ｂ ｂ ｂ ｂ ｂ b

校舎老朽化対策・環境整備
・外壁改修（工事）小１４校、中３校（設計）小２３校、中５
校
・トイレ改修（設計）小９校、中１校、特１校
・大規模改造（設計）小４校、中１校
・エアコン整備（設計）中３８校、特３校
・高圧ケーブル改修（工事）小2校
・受変電設備改修（工事）小３校、中1校
・給水管改修（工事）中2校、（設計）小1校、中1校
・消火管改修（工事）小8校、中3校（設計）中1校
・各種改修実施設計・工事及び小破修繕を実施する。

(101)
養護教育セン

ター・学校施設課

　市内小・中学校に新設された特別支援学級・通級指
導教室等に備品を整備する。

　新設された特別支援学級（小学校６校、中学校１校）に管理
用備品を整備した。 養ｂ

施ｃ
ｂ ｂ ｂ ｂ b

　市内小・中学校に新設された特別支援学級・通級指導教室等
に備品を整備する。

(102) 保健体育課

　「こてはし学校給食センター」再整備事業を実施す
る民間事業者の選定を実施する。

　「こてはし学校給食センター」再整備事業を実施する民間事
業者を選定した。 ｂ ｂ ｂ ｂ b b

　「こてはし学校給食センター」の既存施設の解体を実施す
る。また、新施設の設計を完了するとともに、建設工事に着手
する。

(103) 教育センター

　引き続き、校舎の耐震工事や学校統合による移設等
に合わせて、教育情報ネットワークと学習環境の維持
管理に努める。

　校舎の耐震工事や学校統合による移設等に合わせて、教育情
報ネットワークと学習環境の維持管理を行った。
　統合等による移設　９校
　仮設校舎増設　　　2校

ａ ａ ｂ ｂ b b

　居ながら施工による改修、仮設校舎増築等に合わせて、教育
情報ネットワークと学習環境の維持管理に努める。

(106) 学事課

　防犯カメラシステムを、新たに４校に設置する。
　また、設置校における設置効果や、未設置校におけ
る被害状況、設置要望等を調査し、防犯カメラシステ
ムの設置校拡充を検討する。
＜設置校数＞
　６１校（新設４校、既設５７校）
　さらに、ネットランチャーを更新・配付する。

　防犯カメラシステムを、新たに４校に設置した。
　また、設置校における設置効果や、未設置校における被害状
況、設置要望等を調査し、防犯カメラシステムの設置校拡充を
検討した。
＜設置校数＞
　６１校（新設４校、既設５７校）
　さらに、すべての市立学校に配備しているネットランチャー
（１７４台）を更新した。

ｂ ｂ ｂ ｂ ｂ b

　防犯カメラシステムを、新たに3校に設置する。
　また、引き続き、設置校における設置効果や、未設置校にお
ける被害状況、設置要望等を調査し、防犯カメラシステムの設
置校拡充を検討する。
＜設置校数＞
　64校（新設3校、既設６１校）

(107) 学事課・指導課

【学事課】「学校の不審者対応危機管理マニュアル」
「学校総合防災マニュアル」を活用した安全対策を推
進する。

【指導課】小中特別支援学校生徒指導主任会におい
て、「千葉市生徒指導の課題と方策」を基に、学校の
不審者対応危機管理や、緊急時の対応について研修を
行う。

【学事課】各学校において「学校の不審者対応危機管理マニュ
アル」「学校総合防災マニュアル」を活用し、各校の実態に応
じた「学校安全計画」を作成し、児童生徒への防犯教育等を実
施した。通学路の安全確保においては、警察・道路管理者等と
連携を図り、通学路合同点検を実施した。

【指導課】小中特生徒指導主任会において、「千葉市生徒指導
の課題と方策」を基に、学校の不審者対応危機管理や、緊急時
の対応について研修を行った。

ｂ ｂ ａ ａ ｂ b

【学事課】「学校の不審者対応危機管理マニュアル」「学校総
合防災マニュアル」を活用した安全対策を推進する。

【指導課】小中特生徒指導主任会において、「千葉市生徒指導
の課題と方策」を基に、学校の不審者対応危機管理や、緊急時
の対応について研修を4月21日（火）に開催した。

(189)
学事課・保健体育

課

【学事課】
・本市学校の地域性を踏まえ、「学校総合防災マニュ
アル」等諸規定の整備に引き続き取り組む。
・避難所運営委員会の設置拡大を図る。

【保健体育課】引き続き、子どもたちが安全に教育活
動を行える環境整備を進めるとともに、実践的な避難
訓練等の実施など、安全対策の強化を図る。

【学事課】
・本市学校の地域性を踏まえ、特別警報や降雪、積雪時への対
応等を含む「学校総合防災マニュアル」等諸規定の整備に引き
続き取り組んだ。
・避難所運営委員会の設置拡大を図った。

【保健体育課】文部科学省の委託事業「実践的防災教育総合支
援事業」を受け、２校をモデル校に指定し、地域と連携した防
災教育の在り方を探った。また、学校や地域の実情を踏まえた
「学校防災計画」により津波を想定した避難訓練、ブラインド
型の訓練地域と連携した訓練等、各学校で実践的な避難訓練を
実施した。

- - - ｂ ｂ b

【学事課】・本市学校の地域性を踏まえ、「学校総合防災マ
ニュアル」等諸規定の整備に引き続き取り組む。
・避難所運営委員会の設置拡大を図る。

【保健体育課】より実践的な避難訓練等の実施など、安全対策
の強化に引き続き取り組むとともに、子どもが危険を予測し、
主体的に自他の命を守る姿勢を育む。

各アクションプランの事業評価と実施状況

【評価の仕方】 特に成果が高い。

H２６年度事業計画を概ね達成している。

H２６年度事業計画が達成できなかった。未着手であった。

基本施策
具体施策

事業番号 アクションプラン 担当所管 Ｈ２６年度事業計画

（１１）２８
学校施設・設備
等の整備

防犯設備の整備

防犯等安全対策の推進

校舎の改修整備

特別支援学級等の教室改修及
び備品整備

学校給食センターの整備

校内ＬＡＮの整備

校舎の改築

（１１）２９
学校の安全対策
の充実

地震、台風、津波等自然災害
を踏まえた防災教育の実施や
学校防災対策の整備

備考
・自己評価が【ａ】や【ｃ】になった
　理由、その対応
・自己評価が上がった理由
・事業が完了・統合等、大きな変化
　があった理由

校舎・屋内運動場等の耐震補
強

地震等に備えた建物の安全性
の確保（耐震改修を除く）

Ｈ２６年度事業実績（見込）

自己評価

Ｈ２７年度（最終年度）事業計画

1
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基本施策
具体施策

事業番号 アクションプラン 担当所管 Ｈ２６年度事業計画

備考
・自己評価が【ａ】や【ｃ】になった
　理由、その対応
・自己評価が上がった理由
・事業が完了・統合等、大きな変化
　があった理由

Ｈ２６年度事業実績（見込）

自己評価

Ｈ２７年度（最終年度）事業計画

(190) 学事課

・管理訪問実施計画にそって５０～６０校を訪問し、
児童生徒の安全確保の観点からの指導助言を行う。

・5月から12月にかけ小・中・特別支援学校5７校を訪問し、
児童生徒の安全確保の観点から、施設設備の管理状況、危機管
理体制、地域との連携の状況等について点検、指導を行った。
・管理訪問に際しては、管理主事２人体制を基本とし、管理状
況の点検と指導の充実を図った。
・通知や校長会等での助言により、放射線対策や防災対策の視
点からの指導を行った。

- - - ｂ ｂ b

・管理訪問実施計画にそって５０～６０校を訪問し、児童生徒
の安全確保の観点からの指導助言を行う。

(191)
保健体育課、ス
ポーツ振興課

【保健体育課】事故防止のため、排水管口には吸い込
み防止金具を取り付けるとともに、排水口の蓋や金網
等はボルト等で固定していることを事前に点検する。

【スポーツ振興課】「プールの安全標準指針」に基づ
き、下記プールの使用期間前点検を実施する。
・北谷津温水プール、こてはし温水プール

【保健体育課】事故防止のため、排水管口には吸い込み防止金
具を取り付けるとともに、排水口の蓋や金網等はボルト等で固
定していることを事前に点検した。

【スポーツ振興課】「プールの安全標準指針」に基づき、下記
プールの使用期間前点検を実施した。
・北谷津温水プール、こてはし温水プール

- - - ｂ ｂ b

【保健体育課】事故防止のため、排水管口には吸い込み防止金
具を取り付けるとともに、排水口の蓋や金網等はボルト等で固
定していることを事前に点検する。

【スポーツ振興課】「プールの安全標準指針」に基づき、下記
プールの使用期間前点検を実施する。
・北谷津温水プール、こてはし温水プール

(108) 指導課

　学級増に伴う小中学校の教師用指導書の整備をする
予定である

　小学校においては、教科書の改訂に伴い必要な教師用指導書
の整備を行い、中学校においては学級増に伴う教師用指導書の
整備を行った。 ｂ ｂ ｂ ｂ ｂ b

　小学校においては、学級増に伴う教師用指導書の整備をし、
中学校においては、教科書の改訂に伴い必要な教師用指導書の
整備を行う。

(109) 指導課

　電子黒板やノートＰＣと接続した大型ＴＶを活用し
た実践事例を紹介し、児童生徒の「情報活用能力」の
育成、教科指導におけるＩＣＴ活用指導力の向上を目
指す。新たな周辺機器の整備により、ＩＣＴ活用の促
進を図る。

　電子黒板やノートＰＣと接続した大型ＴＶを活用した実践事
例を紹介し、児童生徒の「情報活用能力」の育成、教科指導に
おけるＩＣＴ活用指導力の向上を目指した。新たな周辺機器の
整備により、ＩＣＴ活用の促進を図った。ノートＰＣ・大型テ
レビ使用状況は小学校76.4％、中学校69.4％。また２６年度
新宿小にタブレット40台を配備した。

- ｂ ｂ ｂ ｂ b

メディア主任研修等を通して、電子黒板やノートＰＣと接続し
た大型ＴＶを活用した実践事例を紹介し、児童生徒の「情報活
用能力」の育成、教員の教科指導におけるＩＣＴ活用指導力の
向上を目指す。新たな周辺機器の整備により、ＩＣＴ活用の促
進を図る。千葉市教育センターにタブレット４０台を配備予
定、各種研修での使用および授業への貸出等を行う。

(111-1)
企画課・学事課・

学校施設課

①学校別の児童生徒数の推計を行い、今後の学級数の
増加の動向を把握し、大規模校化への対応を検討す
る。
②学区調整検討委員会において、教室不足等が予想さ
れ学区調査が必要とされる地域についての検討を進め
る。

①学校別の児童生徒数の推計を行い、今後の学級数の増加の動
向を把握し、大規模校化への対応を検討した。
②若葉住宅地区の開発に伴う新設小学校の開校時期について
は、供給計画等が未定であったことから、具体的な対応につい
ては、事業予定者決定後に検討することとした。 ｂ ｂ ｂ ｂ ｂ b

①引き続き、学校別の児童生徒数の推計を行い、今後の学級数
の増加の動向を把握し、大規模校化への対応を検討する。
②学区調整検討委員会において、教室不足等が予想され学区調
査が必要とされる地域についての検討を進める。
③若葉住宅地区においては、平成２７年３月末に決定された事
業予定者の事業計画や供給計画を基に、児童生徒推計を算出す
るとともに、周辺小・中学校の状況を注視し、具体的な対応を
検討する。

(111-2)
企画課・学事課・

学校施設課

　６年生が新宿中学校内の増築校舎に移って学校生活
を開始する。
・アンケート調査の実施
・今後の開発の注視

・４月に新宿小学校分教室を開設し、６年生の学校生活がス
タートした。
・児童を対象としたアンケート調査（３回）や教職員の聞き取
り調査を実施した結果、「学校生活が楽しい」「落ちついた学
校生活ができている」など、たいへん良好な回答が得られてい
る。

- - - ｂ ａ b

・中学１年生になった生徒や、新たに分教室に登校する６年生
にアンケート調査等を実施し、分教室対応における成果や課題
を検証する。
・引き続き、新宿中学校区における開発状況を注視し、状況に
よっては対応を検討していく。

(112) 指導課

　学校や地域の良さを生かした特色ある学校づくりを
推進する。小学校の実践内容については、各学校の実
践をまとめた「輝けわたしたちの学校」を作成し、紹
介する。

　学校や地域の良さを生かした特色ある学校づくりを推進し
た。小学校の実践内容については、各学校の実践をまとめた
「輝けわたしたちの学校」を作成し、紹介した。 ａ ｂ ｂ ｂ ｂ b

　学校や地域の良さを生かした特色ある学校づくりを推進す
る。中学校の実践内容については、各学校の実践をまとめた
「輝けわたしたちの学校」を作成し、紹介する。

(114) 総務課

　予算編成方法の見直しにより、1校平均300万円の
枠を取りやめ、学校の裁量予算を拡大し、各学校の実
情に応じた特色ある学校づくりを支援する。

　小・中・特別支援学校172校へ学校の裁量で執行できる予算
を拡大し、各学校の創意工夫を生かした特色ある教育活動を支
援した。 ｂ ｂ ｂ ｂ ｂ b

　前年度から引き続き、特色ある学校づくりの支援を行う。

(115)
指導課・保育運営

課

　小学校への円滑な接続を図るため、行政区ごとに推
進校を指定し、近隣の幼稚園、保育所（園）におい
て、幼児・児童の交流活動や教職員同士の研修会等の
連携事業を実施する。

　小学校への円滑な接続を図るため、行政区ごとに推進校を指
定し、近隣の幼稚園、保育所（園）と共に、幼児・児童の交流
活動や教職員同士の研修会等の連携事業を実施した。 ｂ ｂ ｂ ｂ ｂ b

　小学校への円滑な接続を図るため、行政区ごとに２校ずつ、
計１２校の推進校を指定し、近隣の幼稚園、保育所（園）と共
に、幼児・児童の交流活動や教職員同士の研修会等の連携事業
を実施する。

(116-1)
企画課・指導課・

教育センター

　小中の学習内容の継続性に配慮した「小中連携教
育」を全市で実施するよう一層の推進を図る。

　２６年度は、宮野木小・緑が丘中において、「９年間を見通
した学びの連続性」を主題として研究を進めた。（１年目）
小・中学校教育課程研究協議会において、「学びの連続性」を
テーマに、教育センターや川戸小・中が提案を行った。

ｂ ｂ ｂ ｂ b b

　小中の学習内容の継続性に配慮した「小中連携教育」を全市
で実施するよう一層の推進を図る。

（１１）３０
教材教具の充実

大規模校化への対応

新宿小、新宿中の大規模校化
への対応

新学習指導要領に対応した教
材教具の充実

学校施設における安全確保

（１１）２９
学校の安全対策
の充実

学校及び社会体育施設におけ
るプールの安全確保

（１３）３３
学校間・学校種
間連携の推進

幼保小連携教育の推進

（１２）３２
地域の特性を生
かした特色ある
学校づくりの推
進

小中連携教育の推進

(110) 小規模校への対応

電子黒板の活用

（１２）３１
学校適正配置の
推進

特色ある教育活動の展開

特色ある学校づくり予算の充
実

企画課・学事課・
学校施設課

①磯辺中（旧磯辺一中）の大規模改修工事の完了、移
転（引っ越し委託）
②幸町統合小（旧幸町第四小）の大規模工事の実施
（Ｈ２６、Ｈ２７）
③花見川統合中（花見川第一中）の大規模工事の実施
④花見川統合小（花見川第一小）の大規模改造実施設
計の実施
⑤学校適正配置に向けた地元代表協議会の実施（千城
台地区、花見川地区、幸町地区）

【学校施設課】
①磯辺中（旧磯辺第一中）の大規模改修工事の完了、移転
（引っ越し委託）完了
②幸町小（旧幸町第四小）の大規模改修工事（H26分）の完
了、移転（引っ越し委託）完了
③花見川中関係
・花見川中（旧花見川第一中）の大規模改修工事（H26分）
の完了、移転（引っ越し委託・H26）完了
・花見川中（旧花見川第一中）の大規模改造実施設計（H27
工事分）の完了
④花見川統合小（花見川第一小）の大規模改造実施設計の完了

【企画課】
⑤学校適正配置に向けた地元代表協議会を実施した。
　千城台地区　…　６回実施、継続審議
　花見川地区　…　２回実施、跡施設活用の要望については
                              継続協議
　幸町地区　　…　４回実施、協議終了につき協議会を解散
　なお、花見川地区地元代表協議会から提出された花見川一小
と二小の統合に関する要望書に基づき、平成２９年４月統合校
の開校が決定した。

【学校施設課】
①幸町小（旧幸町第四小）の大規模改修工事の実施（H27）
②花見川中（旧花見川第一中）の大規模改修工事の実施
（H27）、備品移動（引っ越し委託・H27）
③花見川統合小（花見川第一小）の大規模改修工事の実施
（H27～H28継続）
④花見川統合小（花見川第一小）のグラウンド改修実施設計の
実施
⑤統合決定後、千城台地区小学校（学校未定）の大規模改造実
施設計の実施

【企画課】
①幸町小学校の開校
②花見川中学校の開校
③跡施設活用の要望に向けた地元代表協議会の実施（花見川地
区）
④学校適正配置に向けた地元代表協議会の実施（千城台地区）

企ａ
事ｂ
施ｂ

ａ ｂ ｂ ｂ b

あすみが丘小、川戸中、有吉中、磯辺小の通学区域検討
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備考
・自己評価が【ａ】や【ｃ】になった
　理由、その対応
・自己評価が上がった理由
・事業が完了・統合等、大きな変化
　があった理由

Ｈ２６年度事業実績（見込）

自己評価

Ｈ２７年度（最終年度）事業計画

(116-2)
企画課・指導課・

教育センター

　平成２５年度に修正・改善した千葉市版標準カリ
キュラムを各学校で試行し、その結果の検証と更なる
カリキュラムの修正・改善を図る。また、小中一貫教
育に対する効果検証作業を行う。

　宮野木小・緑が丘中において、算数科・数学科を中心に標準
カリキュラムを活用し、系統的な指導を意識しながら検証し
た。
　小中一貫教育の推進について、担当課で協議を重ね、小中一
貫教育推進委員会で今後の方向性について検討した。

ｂ ｂ ｂ ｂ b b

　平成２６年度に引き続き、千葉市版標準カリキュラムの修
正・改善を図る。また、小中一貫教育に対する効果検証作業を
行う。

(117)
市立稲毛高校・附

属中学校

　前年度から継続して海外語学研修を実施予定であ
り、国際化に対応した中高一貫教育を推進する。

　平成22年度入学の4期生、高校２年生76人が、オーストラ
リアで14日間の語学研修を行った。
　現地では、中学から培った語学力を使い、日本紹介のプレゼ
ンテーションを行った。
　帰国後11月に異文化理解講座で、現地で体験したことや調
べたことを英語で報告した。対象は、高校1年生を中心に全校
の希望者、一般にも公開。

ｂ ｂ ｂ ｂ b b

　前年度から継続して海外語学研修を実施予定であり、国際化
に対応した中高一貫教育を推進する。

(118) 市立千葉高校

　前年度から引き続き千葉大学のＨＯＣにより、高度
な学問に生徒が触れる機会を提供する。
　ＳＳＨの連携講座の内容をさらに充実したものにす
る。
　市内の小中学校との交流を深める。

　前年度同様、２０人程度がＨＯＣで単位を取得した。
　ＳＳＨの事業はさらに充実した内容で実証した。
　大学との連携講座は１６講座となった。千葉クロススクール
科学フェスティバル（ポスター形式による発表）の参加数は、
前年度の約２倍となった。

ｂ ｂ ａ ａ ｂ b

　ＳＳＨの連携講座の内容をさらに充実させる。特に千葉大学
との連携を推進する。

(119) 市立千葉高校

　授業評価を年２回実施し、授業力の向上を図る。
クロスカリキュラムは理数科全学年と普通科２．３年
に導入を拡大する。

　授業評価を７月、１２月に実施し、授業力向上を図った。
　クロスカリキュラムは予定通りの規模で導入した。

ｂ ｂ ｂ ａ ｂ b

　教育課程の見直しを行い、生徒のニーズに合わせた授業を実
施する。
　年２回の授業評価により、授業力の向上を図る。

(120) 市立千葉高校

　ＳＳＨの中間評価に向けて、さらに研究開発事業を
推進する。
　普通科ＳＳＨコースやクロスカリキュラム等、普通
科へのＳＳＨ普及に努める。
　ＳＳ－Field Ｓtudyはデービス高校との連携を実現さ
せる。

　ＳＳＨコースが２、３年で立ち上がり、クロスカリキュラム
とともに普通科へのＳＳＨ普及を推進した。
　ＳＳ-Field Studyはデービス高校との交流が実現した。

ｂ ｂ ｂ ａ ｂ b

　SSHの研究開発を確実に推進する。特に普通科へのSSH普
及に努める。
　ＳＳ-Field Studyは、現地日系企業との連携により、現地小
学生を対象に、英語による科学実験講座を実現する。

(121) 市立稲毛高校

　前年度から継続して、姉妹都市などと生徒・職員の
交流事業を行う。

　4月にノースバンクーバー市から１７人（７日間）、6月に
ヒューストン市から２人（９日間）、7月にザウッドランズ市
から１４人（４日間）の留学生を受け入れた。
　8月から9月にザウッドランズ市で普通科の高校2年生２０人
が、10月にヒューストン市で国際教養科の高校2年生19人、
ノースバンクーバー市で国際教養科の高校2年生20人がホーム
ステイを中心とした語学研修を行った。

ｂ ｂ ｂ ｂ b b

　前年度から継続して、姉妹都市などと生徒・職員の交流事業
を行う。

(122) 企画課
　25年度の最終報告をもって本アクションプランを完
了

　25年度の最終報告をもって本アクションプランを完了
ｂ ａ ｂ ｂ ａ -

　25年度の最終報告をもって本アクションプランを完了

(126) 保育支援課

　国における、幼保一体給付やこども園への制度改正
等について、国の検討状況をも勘案して、本市におけ
る導入の可否を含め、普及促進について検討する。
　認定こども園の設置等について定めた市町村事業計
画、幼保連携型認定こども園の認可基準条例等を策定
する。

　私立幼稚園１園が、本市の認可を受け、幼保連携型認定こど
も園に移行した。
　市町村事業計画における主な取組み内容に、幼稚園及び保育
所に対する認定こども園移行支援などを盛り込んだ「認定こど
も園の普及促進」を位置付けるとともに、幼保連携型認定こど
も園の認可基準条例を、平成２６年第３回定例会で議決、策定
した。

ｂ ｂ ｂ ｂ ｂ b

　27年3月策定の千葉市こどもプラン（子ども・子育て支援事
業計画）に基づき、私立幼稚園・民間保育園の認定こども園移
行を促進していく。
　２７年度から、民間保育園から４園が幼保連携型認定こども
園に移行するとともに、公立保育所２か所をモデル的に保育所
型認定こども園に移行させ、幼稚園や保育所等とノウハウの共
有を図っていく。

(127) 保育支援課

　継続して、全園を対象に教材費の助成を行い、保護
者の教育費負担を軽減していく。

　全園を対象に教材費の助成を行い、保護者の教育費負担の軽
減を図った。

ｂ ｂ ｂ ｂ ｂ b

　継続して、全園（新制度に移行しない園）を対象に教材費の
助成を行い、保護者の教育費負担を軽減していく。

(128) 保育支援課

　幼児教育無償化に向けた段階的な取組みの一環とし
て、幼稚園と保育所の「負担の平準化」を図るため、
低所得者世帯と多子世帯に係る補助単価を引き上げ、
保護者負担を軽減する。
①生活保護世帯の保護者負担を実質無償化（単価
40,000円～78,800円引き上げ）
②幼稚園等同時就園第２子及び小学校１～３年生に兄
姉のいる場合の第２子の保護者負担を第１子の半額に
軽減・所得制限撤廃（単価27,000円～71,000円引き
上げ）
③小学校１～３年生に兄・姉のいる場合の第３子以降
の保護者負担を実質無償化・所得制限撤廃

　幼児教育無償化に向けた段階的な取組みの一環として、幼稚
園と保育所の「負担の平準化」を図るため、低所得者世帯と多
子世帯に係る補助単価を引き上げ、保護者負担を軽減した。
①生活保護世帯の保護者負担を実質無償化（単価40,000円～
78,800円引き上げ）
②幼稚園等同時就園第２子及び小学校１～３年生に兄姉のいる
場合の第２子の保護者負担を第１子の半額に軽減・所得制限撤
廃（単価27,000円～71,000円引き上げ）
③小学校１～３年生に兄・姉のいる場合の第３子以降の保護者
負担を実質無償化・所得制限撤廃

ｂ ｂ ａ ａ ｂ b

　幼児教育無償化に向けた段階的取組みとして、市民税非課税
世帯（Ｂ階層）に係る補助単価を引き上げ、保護者負担軽減。
（Ｂ階層国庫補助単価）
【第1子】H26：199,200円→H27：272,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （+72,800円）
【第2子】H26：253,000円→H27：290,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （+37,000円）私立幼稚園就園奨励費の補助

（１３）３５
幼児教育の充実

高等学校と大学連携教育の実
施

単位制の実施

理数教育の充実

国際理解教育の充実

市立高等学校改革の評価・検
証

幼児教育を受ける機会の充実

（１３）３３
学校間・学校種
間連携の推進

（１３）３４
市立高等学校教
育の充実

小中一貫教育校の設置

中高一貫教育の推進

私立幼稚園教材費の助成

(124) 幼児教育支援体制の整備 指導課・保育支援
課・保育運営課

【指導課】教育委員会は、県教育委員会が主催する幼
稚園教諭への研修会における指導・助言を継続して実
施する。
　また、関係各課と連携しながら、幼稚園参観等を開
催し、幼児教育と学校教育への理解を図る。

【保育支援課】幼稚園協会等と連携し実施する。

【保育運営課】保育士の資質の向上を図るため、各種
職種別研修や階層別研修、専門研修を実施するととも
に、保育士等及び保育所（園）の自己評価を実施す
る。民間保育園の質の向上を図るため巡回職員を配置
し巡回指導、相談を実施する。
　また、認可外保育施設の質の向上を図るため、巡回
指導員を配置し、引き続き、巡回指導等を実施する。
※　なお、最短で平成27年４月に本格実施することが
予定されている、子ども･子育て関連３法に基づく「子
ども・子育て支援新制度」に備え、所要の準備を整え
る。

【指導課】県教育委員会が主催する幼稚園教諭への研修会にお
ける指導・助言を実施した。
　また、関係各課と連携しながら、幼稚園参観等を開催し、幼
児教育と学校教育への理解を図った。

【保育支援課】主に27年４月施行の子ども・子育て支援新制
度への対応等、幼児教育の振興について、幼稚園協会との意見
交換を行った。（５回）

【保育運営課】各職種別研修や階層別研修等を実施するととも
に、保育士等及び保育所（園）の自己評価を実施した。
　また、民間保育園、認可外保育施設等の質の向上を図るため
巡回指導を実施した。

指ｂ
セｂ
保ｂ
こｃ

ａ ｂ ｂ ｂ b

【指導課】県教育委員会が主催する幼稚園教諭への研修会にお
ける指導・助言を継続して実施する。
　また、関係各課と連携しながら、幼稚園参観等を開催し、幼
児教育と学校教育への理解を図る。

【保育支援課】引き続き、幼稚園協会と連携して幼児教育の振
興を図る。
　また、27年3月策定の千葉市こどもプラン（子ども・子育て
支援事業計画）に基づき、幼保小連携、特別支援教育・障害児
保育の推進等を図る。

【保育運営課】平成27年度から新たに地域型保育事業が始ま
り、どの施設においても同じ質の保育を提供できるよう、公立
保育所、民間保育園、認可外保育施設職員に対し、引き続き、
職員・専門分野の研修を実施するとともに、新たに巡回指導員
を増やし、巡回指導を強化することで、保育の質の確保と向上
につなげる。
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